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1 - 1 
第１章 研究の目的 
 












































































1 - 3 
先行研究の結果と課題 












の産学連携の動きは先行研究に反映されているとは言えない。また、1993 年度に約 1000 件

















































2 - 1 
第２章 産学連携データベースの構築 








れる。参考までに図 2.1 に「平成 14 年度『民間等との共同研究』実施報告書」を示す。本
研究で用いる基本データベースは、制度開始の昭和 58 年度（1983 年度）から平成 13 年度
（2001 年度）までの当該実施報告書、または記載内容の一部を整理した表を、文部科学省
研究振興局環境･産業連携課技術移転推進室より提供を受け、作成したものである。 





図 2.1 において丸で囲った 14項目をもとに、基本データベースを構築した。基本データ
ベースにおける項目名称と、実施報告書記入欄の関係を表 2.1 に示す。表の左端の番号は、





















図 2.1 平成 14 年度｢民間等との共同研究｣実施報告書 
 














2 - 3 
表 2.1 基本データベース項目一覧と実施報告書記入欄の対応関係 
No. 項目名 実施報告書記入欄 （選択肢） 備考 
1 大学等機関名 「機関名」（右上）   
2 研究題目 「研究題目」  分析には使用せず 
3 研究開始年度 「研究開始年度」  分析には使用せず 
4 分担型 「分担型」  分析には使用せず 
5 区分 右記の選択肢 区分 A／区分 B／区分 C 分析には使用せず 









（左記は 2001 年度） 





























分類のしかたは 2.2 節を参照 
「企業規模」は別分類として
用意（表 2.3 No.22 参照） 
2 - 4 
データ項目の追加 
 分析にあたっては、表 2.1 に掲載した項目のほかにも種々の項目を追加して使用した。
それらを表 2.2 にまとめる。用語説明は 2.2 節を参照されたい。 
 
表 2.2 分析のための追加項目一覧 









17 大学等所在地域 本部所在の都道府県 47 都道府県 










20 民間等所在地域 本部／本社所在の都道府県 47 都道府県 
21 民間等所在地方 本部／本社所在の地域 北海道／東北／関東／東京／甲信越／中部／関西／中国
／四国／九州･沖縄 









25 企業情報〔産業分類〕 同上 本表 No.23 に反映 
26 企業情報〔所在地〕 同上 本表 No.20，21 に反映 
27 企業情報〔資本金〕 同上（千円）  
28 企業情報〔従業員数〕 同上（人） 本表 No.22 に反映 
29 企業情報〔企業規模〕 同上 大／中／小 
表 2.1 No.14 の修正に使用 
2 - 5 
No. 項目名 説明、データソース 区分名、備考 
30 企業情報〔法人格〕 同上 株式会社／有限会社 

































大学共同利用機関については、部局によらず 1 つの機関全体を 1 分野とみなし、工業高等
専門学校は｢工学｣、商船高等専門学校は｢その他｣、宇宙科学研究所、岡崎国立共同研究機
構、核融合科学研究所、高エネルギー加速器研究機構、国立遺伝学研究所、国立極地研究























































企業の情報はすべて、2003 年 10 月現在のものとする。 
民間企業は、「民間等との共同研究」制度開始から 2001 年度までの 19年間に、企業名の
変更、合併、分社、また倒産など様々な要因で企業形態が変化しており、分析のためには、
ある基準に基づいた 19 年間を通した情報の統一が必要である。このため、2002 年 10 月現
在の企業情報を基本として研究振興局研究環境･産業連携課より提供されたデータに対し
てクリーニング、および情報の付加を行なった。具体的には、各企業の名称を 2002 年 10
月現在の名称に変更し、情報提供サービス企業（（株）帝国データバンク）より各企業最新





















「1－299」：1人以上 299 人以下 
「300－999」：300 人以上 999 人以下 
「1,000－2,999」：1,000 人以上 2,999 人以下 
「3,000－9,999」：3,000 人以上 9,999 人以下 
「10,000 以上」：10,000 人以上 
 
企業区分（3区分） 







企業の産業分類は日本標準産業分類（平成 14 年 3月改訂版）に準拠することとし、購入
した企業情報における産業分類（上記②）を変換して適用した。ただし、分類の括りを若
干変更し、表 2.3 に記載した 34 区分を使用している。日本標準産業分類は、大分類、中分
類、小分類、細分類の 4 階層の分類構造であるが、表 2.3 において下層の記載のない項目
は、その項目の下層の全分類項目を包括する。 
 
表 2.3 産業分類 
日本標準産業分類（平成 14 年 3月改訂） 
報告書の産業分類 
大分類 中分類 小分類 
A 農業     
B 林業、狩猟業     1 農・林・漁業 
C 漁業     
2 鉱業 D 鉱業     
E 建設業 06 総合工事業    
3 総合・職別工事業 
E 建設業 07 職別工事業   
2 - 9 
日本標準産業分類（平成 14 年 3月改訂） 
報告書の産業分類 
大分類 中分類 小分類 
4 設備工事業 E 建設業 08 設備工事業    
F 製造業 09 食料品製造業    
5 
食品・飲料・たばこ・飼料
製造業 F 製造業 10 飲料・たばこ・飼料製造業   
6 繊維工業（衣服，その他の
繊維製品を除く） 
F 製造業 11 繊維工業   
7 衣服・その他の繊維製品製造業 F 製造業 12 
衣服・その他の繊維製品製
造業    
F 製造業 13 木材・木製品製造業   
8 
木材・木製品・家具・装備
品製造業 F 製造業 14 家具・装備品製造業    
9 パルプ・紙・紙加工品製造
業 
F 製造業 15 パルプ・紙・紙加工品製造
業  
  
10 印刷・同関連業 F 製造業 16 印刷・同関連業    
F 製造業 17 化学工業  171 化学肥料製造業  
F 製造業 17 化学工業  172 無機化学工業製品製造業  
F 製造業 17 化学工業  173 有機化学工業製品製造業  




F 製造業 17 化学工業  175 
油脂加工製品・石けん・合成
洗剤・界面活性剤・塗料製造




業 F 製造業 17 化学工業  177 
化粧品・歯磨・その他の化粧
用調整品製造業  
13 その他の化学工業 F 製造業 17 化学工業  179 その他の化学工業  
14 石油製品・石炭製品製造業 F 製造業 18 石油製品・石炭製品製造業   
15 プラスチック製品製造業
（別掲を除く） 
F 製造業 19 プラスチック製品製造業   
F 製造業 20 ゴム製品製造業    
16 
ゴム製品・なめし革・同製
品・毛皮製造業 F 製造業 21 
なめし革・同製品・毛皮製
造業    
17 窯業・土石製品製造業 F 製造業 22 窯業・土石製品製造業    
18 鉄鋼業 F 製造業 23 鉄鋼業    
19 非鉄金属製造業 F 製造業 24 非鉄金属製造業    
20 金属製品製造業 F 製造業 25 金属製品製造業    
21 一般機械器具製造業 F 製造業 26 一般機械器具製造業    
22 電気機械器具製造業 F 製造業 27 電気機械器具製造業    
23 情報通信機械器具製造業 F 製造業 28 情報通信機械器具製造業    
24 電子部品・デバイス製造業 F 製造業 29 電子部品・デバイス製造業   
25 輸送用機械器具製造業 F 製造業 30 輸送用機械器具製造業    
26 精密機械器具製造業 F 製造業 31 精密機械器具製造業    
27 その他の製造業 F 製造業 32 その他の製造業    
28 電気業    33 電気業    
29 ガス・熱供給・水道業 G 電気・ガス・熱供給・水道業 34 ガス業    
2 - 10 
日本標準産業分類（平成 14 年 3月改訂） 
報告書の産業分類 
大分類 中分類 小分類 
G 
電気・ガス・熱供
給・水道業 35 熱供給業    
  
G 電気・ガス・熱供給・水道業 36 水道業    
H 情報通信業 37 通信業    
30 通信・放送業 
H 情報通信業 38 放送業    
31 情報サービス業 H 情報通信業 39 情報サービス業    




H 情報通信業 41 映像・音声・文字情報制作業    
33 運輸業 I 運輸業      
J 卸売・小売業      
K 金融・保険業      
L 不動産業      
M 飲食店，宿泊業      
N 医療，福祉      
O 教育，学習支援業      
P 複合サービス事業      
Q サービス業      
34 その他 
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第３章 基本集計 









































1983 1985 1987 1989 1991 1993 1995 1997 1999 2001
増加数
年度
3 - 2 
1983 年から 2001 年まで、契約件数、実施件数ともに前年度よりも減少したことは一度も
なく、着実に伸びている様子がわかる。しかし対前年度増加数の推移（図 3.1.2）をみると、




契約件数と実施件数との差はいずれの年度も小さく、大学等と民間等 1 機関との 1 対 1





 共同研究を実施した大学等の機関数の推移を、図 3.2.1 に示す。 
 
図 3.2.1 共同研究実施「大学等」機関数の推移 
 
大学等は 2001 年度現在、大学･大学院大学･短期大学が 99 校、高等専門学校が 55校、大
学共同利用機関が 15 機関の、計 169 機関ある。初めの 5年ほどは大学等の機関数は着実に
伸び、1988 年から 1994 年までがほぼ横ばい、1995 年からまた増加傾向を示している。2001
年度には、すでに 139 機関（82.2％）が共同研究を実施している。 
 
図 3.2.2 は大学等 1 機関あたりの平均契約件数の推移である。前年度からの伸びが大き
かったのは、1984 年度（制度設立 2 年目）、1987 年度、1990 年度、1991 年度、1997 年度、











1983 1985 1987 1989 1991 1993 1995 1997 1999 2001
大学数
年度
3 - 3 












図 3.2.3 には、共同研究を実施した民間等の機関数の推移を示す。こちらは 1983 年度か
ら 2001 年度まで順調に増加しており、図 3.1.1 の契約件数の推移とよく似た傾向を示して
いる。 
 
図 3.2.3 共同研究実施「民間等」機関数の推移 
 
図 3.2.4 に民間等 1機関あたりの平均実施件数の推移を示す。制度創設の 1983 年度には
平均 1.1 件だったのが、2001 年度には 2.1 件となっている。しかし 1988 年度から 1995 年
度までは 1.7 件程度でほぼ一定のまま推移しており、平均実施件数が伸びた時期は、制度
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3 - 4 



















図 3.3.1 研究分野別共同研究契約件数の推移 
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契約件数
年度






が図 3.3.3 である。 
 
図 3.3.2 国立大学等における教官の研究
分野構成（2002 年 3 月 31 日現在） 
 
 






























3 - 6 







 ある年度における契約件数 P は、大学等の実施機関数 N と大学等 1 機関あたりの平均契
約件数αの積として、また、ある年度における実施件数 Q は、民間等の実施機関数 M と民
間等 1機関あたりの平均実施件数βの積として、つぎのように表せる。 
NP α= ， MQ β=  
























 図 3.4.1 に⊿α／αと⊿N／Nの経年変化、図 3.4.2 に⊿β／βと⊿M／Mの経年変化を示
す。ただし、⊿は対前年度の差分としている。 
 
 制度開始直後は、大学等の機関数（N ）の変化率のほうが大学等 1 機関あたりの平均契
約件数（α）の変化率よりも大きい。1980 年代半ばには、N とαの変化率が拮抗しながら
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3 - 7 
図 3.4.1 ⊿α／αと⊿N／Nの経年変化 
 



































3 - 8 
研究分野の寄与 











と表せる。図 3.4.3 に⊿Pk /⊿P の経年変化、すなわち全契約件数の変化に占める各研究分
野における契約件数の変化の比率の推移を示す。 
 









































3 - 9 
図 3.4.4 全実施件数変化に占める各民間等区分における実施件数変化の比率の推移 
 
 1990 年代前半までは区分｢会｣の変化が全実施件数の変化を決定しており、他の 4 区分の
寄与がほとんどないが、その後は｢団｣や｢特｣における変化の寄与も増えてきている。とく





































3 - 10 
3.5 まとめ 
 
















• 民間等 1機関あたりの平均実施件数はほとんど成長に寄与していないが、1980 年代半ば
と 1990 年代後半以降にはわずかながらの寄与が見られる。 
 
• 全件数および共同研究実施機関数や 1機関あたりの平均件数の変化率、研究分野や民間
等区分の変化の比率を分析したところ、1983 年度から 1988 年度までは制度初期の発展期
とでも言うべき急成長が見られ、1989 年度から 1995 年度までは実施機関数の増加による
安定成長期となっている。1995 年度からは研究分野および民間等区分の多様化が顕著で



















































「民間等との共同研究」制度が発足した 1983 年度には契約件数 46 件（実施件数 48 件）
であったものが、2001 年度には契約件数 4,939 件（実施件数 4,988 件）と著しい増加を見
せている。1983 年度以降の 3 年ごとの平均増加率でみると、1980 年代は 185.4%、142.5%
と高増加率を示していたが、1990 年代に入り 111.6 %、114.8 %と増加率が低下するが、1990
年代末から 127.1%と再び増加率の上昇が見られる。  










































表 4.1.1 契約件数及び実施件数の平均増加率 
年度 1983-1986 1986-1989 1989-1992 1992-1995 1995-1998 1998-2001 
契約件数
増加率（%） 
185.4 142.5 121.8 111.6 114.8 127.1 
実施件数
増加率（%） 
184.8 143.2 120.6 110.8 115.0 126.5 
 
図 4.1.2 は、「民間等との共同研究」制度を利用している大学数と、大学 1校あたりの平
均契約件数の推移である。ここで大学 1 校あたりの平均契約件数とは、当該年度の大学に
よる共同研究の契約件数を、当該年度に制度を利用した大学数で除算したものである。 





また、大学 1校あたりの平均共同研究契約件数も、1983 年度の 2.9 件から 1989 年度には
1校あたり 10件、そして 1995 年度には 20 件を超え、さらにその後に増加率が上昇し 2001
年度には 50 件を超えている。このように大学における「民間等との共同研究」の契約数の


















































1983 年度から 2001 年度までの各大学において実施された「民間等との共同研究」の契約
件数の総数を示したのが、図 4.2.1 及び図 4.2.2 である。 
大学ごとの総契約件数では、東京大学（1,605 件）、大阪大学（1,262 件）、名古屋大学（1,143
件）、東北大学（1,075 件）、京都大学（952 件）、九州大学（901 件）、北海道大学（800 件）
と旧帝国大学である大規模総合大学が上位を占め、次いで在京の理系単科大学である東京
農工大学（764 件）と東京工業大学（732 件）、そして地方総合大学である山口大学（635 件）
が続いている。これらで上位 10 校を構成している。 
さらに上位 20 校までを見てみると、岩手大学（594 件）、三重大学（559 件）、名古屋工
業大学（533 件）、熊本大学（502 件）、新潟大学（498 件）、神戸大学（490 件）、京都工芸










































































































































































































































































































































































































よび上位大学群の契約件数の占める比率の推移である。1983 年度から 2001 年度の対象期間
全体では、契約件数における全大学 99校に対する最上位大学群の占める割合は 35.8％、そ
4 - 5 
して最上位および上位大学群の占める割合は 54.1%であり、全体の半数以上の共同研究が契
約件数の上位 20 校での契約であることがわかる。しかし、この比率の経年変化を見てみる
と、1980 年代半ばには最上位大学群が 70％強を占めていたが、80 年代後半からその比率が
低下して 90 年代初頭以降おおむね 30％台で推移している。一方、上位大学群の比率は、1980
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1980 年代は大企業を相手先とした共同研究の実施件数が 80%以上を占めていたが、90 年







表 4.4.1 大学における共同研究の相手先営利企業の比率の推移（実施件数ベース） 
年度 1983-1986 1986-1989 1989-1992 1992-1995 1995-1998 1998-2001 
大企業 
（%） 
87.3 83.9 78.6 75.9 72.2 66.6 
中小企業 
（%） 
11.2 13.7 18.2 19.6 21.7 24.8 
小規模 
企業者（%） 
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4.6 「民間等との共同研究」契約件数上位 20 大学の件数と相手先民間機関等の特色 
 





表 4.6.1 契約件数 20大学における共同研究契約件数と 
相手先民間等の規模別・地域別の比率 
（1983 年度～2001 年度累計） 










大 都 東京大学 1,605   66.3   8.2   69.6  69.6  
大 都 大阪大学 1,262   65.5   13.5   43.1  26.6  
大 都 名古屋大学 1,143   66.6   7.0   40.2  34.3  
大 都 京都大学 952   67.9   9.4   45.1  7.9  
大 地 東北大学 1,075   64.0   10.7   62.2  9.3  
大 地 九州大学 901   75.2   9.5   50.9  28.6  
大 地 北海道大学 800   44.3   9.6   39.0  34.8  
中 都 神戸大学 490   64.3   12.7   39.0  18.8  
中 都 横浜国立大学 482   57.2   21.5   67.0  11.6  
中 地 山口大学 635   59.4   23.5   40.0  24.3  
中 地 岩手大学 594   36.2   28.0   36.2  41.7  
中 地 三重大学 559   43.3   15.9   27.4  41.5  
中 地 熊本大学 502   61.3   22.4   29.3  24.4  
中 地 静岡大学 463   74.5   13.8   21.6  57.7  
中 地 筑波大学 437   55.1   10.5   54.9  14.9  
中 地 新潟大学 498   56.0   28.9   42.4  38.0  
理 都 東京農工大学 764   67.0   18.2   59.1  59.1  
理 都 東京工業大学 742   61.4   7.4   62.1  62.1  
理 都 名古屋工業大学 533   65.4   16.0   29.6  48.5  
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図 4.6.1 共同研究の実施総件数および相手先の企業区分別実施件数の推移 
 
東京大学                    大阪大学 
  
名古屋大学                     京都大学 
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 北海道大学                      神戸大学 
  
        横浜国立大学                      山口大学 
  
                      岩手大学                       三重大学 
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筑波大学                                             新潟大学 
  
 
東京農工大学                                         東京工業大学 
  
 




4.7.1 には、「民間等との共同研究」実施件数上位 20 校の民間等区分ごとの共同研究実施件
数の比率を 1983 年度から 2001 年度までの累計で示した。 
 特色のある大学として、北海道大学は国内営利企業以外の区分を相手先とした共同研究

















































































































































































































































































































































図 4.6.2 「民間等との共同研究」実施件数上位 20 校の民間等区分別実施件数構成 
（1983～2001 年度累計） 
 
東京大学                      大阪大学 
  
 
名古屋大学                     京都大学 
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北海道大学                      神戸大学 
  
       横浜国立大学                      山口大学 
  
                    岩手大学                       三重大学 
   
熊本大学                                             静岡大学 
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筑波大学                                             新潟大学 
   
 
東京農工大学                                         東京工業大学 
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図 4.6.3 共同研究の相手先の所在地別（在自都道府県、在東京）実施件数の比率の推移 
 
東京大学                      大阪大学 
   
名古屋大学                      京都大学 
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 北海道大学                      神戸大学 
   
        横浜国立大学                      山口大学 
  
                      岩手大学                       三重大学 
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筑波大学                                             新潟大学 
  
 
東京農工大学                                         東京工業大学 
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ないことを反映しているものと考えられる。 
筑波大学における共同研究の相手先は 1980 年代には在東京の民間機関等が主体であった






































 大学における「民間等との共同研究」は、制度創設の 1983 年度の契約件数 46件から
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5.3  地域内連携 
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Y = 1.311 +3.302･10 -2 X
















































































































































































































































































































































































































































































































































6.1  ハイテク産業の地位とその変化の要因 
6.2  ハイテク産業における共同研究の特性 
6.3  まとめ 
 






















向けて活用するためには企業側の吸収能力(Cohen and Levinthal 1990)､つまり恒常的な研
究開発努力が必要である｡すなわち､共同研究を通じて知識スピルオーバーを享受するには､
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図 6.1.2 と 6.1.3 は企業規模別にハイテク産業の共同研究実施件数の比率を示したもの
である｡これによると､大企業でハイテク産業の占める比率が 55%(中小企業 40%)と高い｡大
企業による共同研究が多く実施されたハイテク産業としては､化学(大企業 13%､中小企業
10%)､電気機器(大企業 14%､中小企業 6%)､輸送用機器(大企業 6%､中小企業 1%)､情報通信(大
企業 6%､中小企業 2%)がある｡逆に､情報サービス業では中小企業 6%､大企業 2%､精密機器で
中小企業 4%､大企業 2%と中小企業のプレゼンスが大きい｡ 
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1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001
ハイテク産業の企業数比率
ハイテク産業の実施件数比率
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図 6.1.9 ハイテク産業における共同研究実施企業数 
 
 













































分して要因分解を行った｡その結果を示したのが図 6.1.12 と 6.1.13 である｡これらの図か
ら以下の点が分かる｡第一に､化学産業では一社あたり実施件数の増加が 1990 年代前半まで
は 13.9%しか実施件数の増加を説明していなかったのが､1990 年代後半以降では 4倍近い伸
びを示し､53.3%もの貢献を行っている｡第二に､電子部品･デバイスも一社あたり実施件数
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ハイテク中小企業と地元大学等との共同研究 
 







学の R&D はハイテク中小企業のイノベーション･アウトプットの成長に貢献している(Acs 
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企業数が非常に小さい(輸送用機器 61 件､一般機械 600 件､情報サービス業 388 件)ためであ
ると考えられる｡ 
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  図 6.2.5 は図 6.2.4 で示した近接立地型共同研究を実施した中小企業の研究パートナー
を表したものである｡ハイテク産業全体で実施された共同研究件数に占める高専の共同研
究パートナーとしてのプレゼンスは 2.4%(11893 件中 283 件)､ハイテク中小企業が実施した





















































































































































































































































動を行う小規模企業(New Technology Based Firms, 以下 NTBF)は､経済の長期的な成長を担
う主体として重要であることが知られており(Tether and Storey 1998)､NTBF の創業､成長
を支援するための有力な政策ツールとして､大学との連携の推進が指摘されているからで








(BIC)に入居する NTBF は､そうでない NTBF と比べて大学との共同研究を行う確率が高く､売
上や雇用の成長率も高い(Colombo and Delmastro 2002, Löfsten and Lindelöf 2002)｡今
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 19 年間にわたる共同研究実施件数、のべ 30,201 件のうち、「特」「団」「地」「他」におけ
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区分｢特｣では大学共同利用機関が 10％に届こうかという成長を見せている。国立の大学･
大学院大学･短期大学が 99 校あるのに対し、大学共同利用機関は 15機関に過ぎず、また所
属教官数を考えれば、目覚ましい伸びであるといえよう。一方、全国に 55校ある高等専門
学校は、年に 1件あるかないかで推移し、1997 年度以降は姿を消している。 
 
図 7.1.1(b) 民間等区分｢団｣における大学等区分別実施件数の推移 
 
 ｢団｣においては、大学共同利用機関が 1990 年代以降、徐々にその実施件数を伸ばしてい
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図 7.1.1(c) 民間等区分｢地｣における大学等区分別実施件数の推移 
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図 7.1.2(a) 民間等区分｢特｣における実施機関数の推移 
 
図 7.1.2(b) 民間等区分｢団｣における実施機関数の推移 
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図 7.1.2(d) 民間等区分｢他｣における実施機関数の推移 
 
実施機関数はいずれの区分においても大きな伸びを示しているが、その変化はまちまち
である。対前年度増加数でみると（図 7.1.3(a)～(d)参照）、1987 年、1994 年、2000 年～
2001 年という 3 つのピークを持つ「特」と、1990～91 年と 1996 年～97 年という 2 つのピ
ークを持つ「団」「地」「他」、という 2種類に分けられる。なお、1996 年は科学技術基本計
画の第 I期が始まった年である。このほかに｢地｣では 1993 年にもピークがある。 
 
1998 年、1999 年あたりでは 4分類すべてにおいて増加傾向に陰りが見える。その直前に
実施機関数が大きく増えたことによる反動と思われるが、その後に盛り返している。 
また、2001 年度の実施機関数は「団」が 203 機関、「地」が 105 機関であるのに対し、｢他｣
は 33 機関、｢特｣は 19 機関と少ない。｢特｣はもともと母数が限られており、｢他｣はいずれ
にも分類できないものすべて、という定義であるので、妥当な結果である。 
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図 7.1.3(b) 民間等区分｢団｣における実施機関数の対前年度増加数の推移 
 
図 7.1.3(c) 民間等区分｢地｣における実施機関数の対前年度増加数の推移 
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図 7.1.4(b) 民間等区分｢団｣における組織種類別実施件数の推移 
 
図 7.1.4(c) 民間等区分｢地｣における組織種類別実施件数の推移 
 
















































 「特」、「団」、「地」、「他」、それぞれの所在地域別に、1983 年度から 2001 年までに共同
研究の実績がある機関数を表したのが図 7.1.5(a) ～(d)である。 
 













 1 ～  5
   ～  1
7 - 9 
図 7.1.5(b) 民間等区分｢団｣における所在地域別実施機関数 
 
 
図 7.1.5(c) 民間等区分｢地｣における所在地域別実施機関数 
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表 7.1.1 国立大学における共同研究センターの設置状況 
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図 7.2.1(c) 民間等区分｢他｣における地域別 地域内連携実施機関の割合（％） 
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図 7.2.3(a) 民間等区分｢団｣における組織種類別 地域内連携実施件数の推移 
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図 7.2.3(c) 民間等区分｢他｣のうち国内団体における地域内連携実施件数の推移 
 
 これを実施件数の割合に直したのが、図 7.2.4(a)から(c)である。なお、全実施件数が 0
件の年度について、地域内連携の割合を 0％と表示している。 
 
図 7.2.4(a) 民間等区分｢団｣における組織種類別 地域内連携実施割合の推移 
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図 7.2.5(a)  地方自治体による地域内連携実施件数・割合の推移（北海道） 
 
 北海道の地方自治体は、共同研究制度開始 2 年後という早い段階から参入し、実施件数
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図 7.2.6(a) 財団法人による地域内連携実施件数・割合の推移（北海道） 
 
図 7.2.6(b) 財団法人による地域内連携実施件数・割合の推移（山形県） 
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7.3 まとめ 
 










































8.1  全般的傾向 
8.2  今後の課題 



















表 8.1.1 「民間等との共同研究」の発展の時期別の特徴 
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 第 1 期は制度が導入され、定着するまでの段階である。この時期は、有力大学と有力企
業が産学連携を牽引した。第 2 期と第 3 期は制度が定着した後に制度が安定成長した時代
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度自体が産学連携の評価指標となるということである。これには、さまざまなバリエーシ
ョンを考えることができる。地域のイノベーション・システムの観点からは、地域内のネ
ットワークの密度を指標として用いることも可能である。すでに見てきたような地域にお
ける連携の発展の分析は初歩的ではあるが、まさにこのような観点からの分析である。 
 しかし、タイは知識の移転や相互影響を媒介するものであって、媒介された知識の量や
質を直接的に示すものではない。より本質的には、どのような量と質の知識が移転したの
か、その結果としてイノベーション・システムにどのような影響が生じたのかが問題であ
る。具体的に言えば、産学連携を実施したという事実よりも、産学連携の結果として、発
明が行われた、といった実質的成果の方を重視して考えなければならないということであ
る。このような観点から産学連携を分析するためには、今回構築されたデータベースに、
さらに成果に関するデータを追加する必要がある。たとえば、論文データベースや特許デ
ータベースから得られる情報を追加することができよう。あるいは、企業の業績に関する
データを追加することもできる。残念ながら、今回はそのような分析まで実施することは
できなかったが、今後は成果系の指標と結び付けることでそのような分析も可能である。 
 大学にとっては、産学連携は単なる下請け研究ではない。産業界の問題意識を共有する
ことにより、大学の研究活動の活性化につながったり、さらにはそのような経験が教育や
人材養成へも還元されることを期待しているからこそ、産学連携を推進しているのである。
そうであるならば、このような点からも評価をする必要がある。このような間接的効果の
評価は、方法論的には非常に難しい問題である。しかし、最終的にはそのような観点の分
析をすることが望まれる。 
 産学連携の効果の測定、評価以外にも、分析課題は多い。分析のアイディアも多数ある。
また、これらのデータを用いて、政策立案に関わるような分析もしなければならない。し
かし、今回はデータベースの確立を第一とし、それらの分析は今後の課題としたい。 
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